事務取扱要領第１－７－(2)の別表の２

農業近代化資金の融資基準（協業施設）

	資金の種類
	附帯施設の範囲
	融資の要件
	標準事業費
	標準規模
	備考

	大分類
	中分類
	小分類
	
	
	
	
	

	建築物

構築物
	蚕室
	稚蚕協同飼育所
	恒温、恒湿設備、電気、上下水道、宿直室、炊事室
	１　蚕期の収容蚕種数量は、100箱以上であること。
	㎡当たり

69,000円
	
	

	
	
	壮蚕飼育所
	
	蚕室は簡易なもので、蚕期の収容蚕種数量は20箱以上であること。
	㎡当たり

34,000円
	１棟当たり

150.0㎡
	

	
	
	上蔟兼貯桑所
	電気、上下水道
	
	㎡当たり

46,000円
	１棟当たり

33.0㎡
	

	
	病害虫等防除施設　　　
	定置配管施設
	連絡施設
	利用面積

果樹　5 ha

　　　　　　　以上であること。

ホップ3 ha
	10 a当たり

65,000円
	
	

	
	きのこ栽培施設
	栽培施設及び機械
	しいたけ
	電気、水道施設
	１　次に掲げる規模で栽培する計画がある組合等。

(1)　フレーム栽培の場合

組合等の構成員１人当たり、年間おおむね3,000本の植菌計画があり、かつ４年以上継続して栽培する計画があること。

(2)　露地栽培の場合

組合等の構成員１人当たり、年間おおむね、4,000本の植菌計画があり、かつ６年以上継続して栽培する計画があること。

２　当該事業に係るほだ木造成資金の借受期間は、次に掲げる期間に限る。

(1)　フレーム栽培の場合

事業計画年度から起算して4年以内とする。

(2)　露地栽培の場合

事業計画年度から起算して6年以内とする。
	申請の都度審査決定
	
	

	
	
	ほだ木造成
	
	植菌、ほだ場造成用雇用労賃、諸材料、作業道開設用雇用労賃
	
	
	
	

	農機具
	耕うん整地用機具
	乗用トラクター
	１　基本附属作業機（水田を主とする場合）プラウ、ローターベータ、ハロー、トレーラー等

２　格納施設トラクターおよび附属作業機を収容する車庫
	１　ホイル型を原則とするが、特殊な地域については、クローラー型の対象とする。

２　年間500時間（プラウ耕の場合はおおむね60ha）以上の稼働計画を有するもの。

３　基本附属作業機械以外の附属作業機については、それぞれ機種の稼働計画が年間50時間以上であるもの。
	申請の都度審査決定
	
	岩手県高性能農業機械導入計画に組み入れられている機種については同計画に沿って導入するとともに同計画及び本表に掲げていない機種については、その都度協議のうえ決定する等必要に応じ定めて運営するものとする。

	
	
	歩行用トラクター
	個人施設の場合と同じ
	農家２戸以上で協同購入するものであって、個人施設の場合の融資要件以上のもの。
	同　上
	
	

	
	病害虫等防除用機具
	動力用防除機具
	原動機
	利用面積5 ha以上であること。
	同　上
	
	

	
	
	スピードスプレーヤー
	乗用トラクター、歩行用トラクター、収容する車庫
	薬液吐出し量　20～50 l／分　　 4 ha以上

　　〃　　　　50～70　〃　　　 8　〃

　　〃　　　　70 l／分以上　　12　〃
	申請の都度審査決定
	
	

	
	収穫調整用機具
	籾摺機
	原動機
	
	同　上
	３吋
	

	
	
	ホップ花摘機
	
	
	同　上
	
	


（注）１　この基準は、農業近代化資金事務取扱要領第１の７の(2)の規定に基づき、基準を設定して処理できる共通の事業についてのみ定めたが、現在基準を設けていない事業については、申請の都度内容を審査判定するものとする。

２　市町村委員会は、この基準に符号するものであっても、その農家の経営内容、とりわけ、事業を実施することによる経営改善計画等について、この制度の本旨にそって十分検討を加え判定するものとする。

３　この基準に符合しない事業内容（標準基準を上回るもの、或いは融資要件を完全に満たしていないもの等）のものについては、特別の理由ある場合を除いては受理しないものとする。

４　この基準における標準事業費は、一応の標準を示したものであるから若干の上下の差異はさしつかえないものとする。

５　この基準における協業施設、農業近代化資金助成法施行令第3条の規定による団体の行う事業を指すものではない。すなわち農家戸数の共同により行う場合のことであって、いわゆる資金借入れを連帯で行う場合のことをいう。

